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○

資
金
移
動
業
者
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
平
成
二
十
二
年
内
閣
府
令
第
四
号
）

改

正

案

現

行

（
登
録
申
請
書
の
添
付
書
類
）

（
登
録
申
請
書
の
添
付
書
類
）

第
六
条

法
第
三
十
八
条
第
二
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次

第
六
条

法
第
三
十
八
条
第
二
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次

に
掲
げ
る
書
類
（
官
公
署
が
証
明
す
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
申
請
の
日
前
三
月

に
掲
げ
る
書
類
（
官
公
署
が
証
明
す
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
申
請
の
日
前
三
月

以
内
に
発
行
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
と
す
る
。

以
内
に
発
行
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
と
す
る
。

一
～
十
四

（
略
）

一
～
十
四

（
略
）

十
五

資
金
移
動
業
の
一
部
を
第
三
者
に
委
託
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該

十
五

資
金
移
動
業
を
第
三
者
に
委
託
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
委
託
に

委
託
に
係
る
契
約
の
契
約
書

係
る
契
約
の
契
約
書

十
六

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
事
項
を
記

十
六

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
事
項
を
記

載
し
た
書
面

載
し
た
書
面

イ

指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
（
法
第
五
十
一
条
の
二
第
一
項
第

イ

指
定
紛
争
解
決
機
関
が
存
在
す
る
場
合

当
該
資
金
移
動
業
者
が
法
第

一
号
に
規
定
す
る
指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
を
い
う
。
以
下
こ

五
十
一
条
の
二
第
一
項
第
一
号
に
定
め
る
手
続
実
施
基
本
契
約
を
締
結
す

の
号
及
び
第
二
十
九
条
第
一
項
第
一
号
ホ
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
存
在
す

る
措
置
を
講
ず
る
当
該
手
続
実
施
基
本
契
約
の
相
手
方
で
あ
る
指
定
紛
争

る
場
合

当
該
資
金
移
動
業
者
が
法
第
五
十
一
条
の
二
第
一
項
第
一
号
に

解
決
機
関
の
商
号
又
は
名
称

定
め
る
手
続
実
施
基
本
契
約
を
締
結
す
る
措
置
を
講
ず
る
当
該
手
続
実
施

基
本
契
約
の
相
手
方
で
あ
る
指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
の
商
号

又
は
名
称

ロ

指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
が
存
在
し
な
い
場
合

当
該
資
金

ロ

指
定
紛
争
解
決
機
関
が
存
在
し
な
い
場
合

当
該
資
金
移
動
業
者
の
法

移
動
業
者
の
法
第
五
十
一
条
の
二
第
一
項
第
二
号
に
定
め
る
苦
情
処
理
措

第
五
十
一
条
の
二
第
一
項
第
二
号
に
定
め
る
苦
情
処
理
措
置
及
び
紛
争
解

置
及
び
紛
争
解
決
措
置
の
内
容

決
措
置
の
内
容
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十
七

（
略
）

十
七

（
略
）

（
履
行
保
証
金
の
供
託
）

（
履
行
保
証
金
の
供
託
）

第
十
一
条

（
略
）

第
十
一
条

（
略
）

２

法
第
四
十
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
未
達
債
務
の
額
は
、
各
営
業
日
に
お
け

２

法
第
四
十
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
未
達
債
務
の
額
は
、
各
営
業
日
に
お
け

る
未
達
債
務
算
出
時
点
に
お
い
て
、
当
該
資
金
移
動
業
者
が
国
内
に
あ
る
利
用

る
未
達
債
務
算
出
時
点
に
お
い
て
、
当
該
資
金
移
動
業
者
が
国
内
に
あ
る
利
用

者
に
対
し
て
負
担
す
る
為
替
取
引
に
係
る
債
務
の
額
（
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場

者
に
対
し
て
負
担
す
る
為
替
取
引
に
係
る
債
務
の
額
（
国
内
に
あ
る
利
用
者
に

合
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
）
と
す
る
。

対
し
て
負
担
す
る
債
務
の
額
と
国
外
に
あ
る
利
用
者
に
対
し
て
負
担
す
る
債
務

一

次
に
掲
げ
る
資
金
移
動
業
が
あ
る
場
合

当
該
資
金
移
動
業
者
が
国
内
に

の
額
を
区
分
で
き
な
い
場
合
に
は
、
当
該
資
金
移
動
業
者
が
す
べ
て
の
利
用
者

あ
る
利
用
者
に
対
し
て
負
担
す
る
為
替
取
引
に
係
る
債
務
の
額
か
ら
次
に
掲

に
対
し
て
負
担
す
る
為
替
取
引
に
係
る
債
務
の
額
）
と
す
る
。

げ
る
資
金
移
動
業
に
係
る
為
替
取
引
に
関
し
負
担
す
る
債
務
を
控
除
し
た
額

イ

既
に
法
第
五
十
九
条
第
一
項
の
権
利
の
実
行
の
手
続
が
終
了
し
た
資
金

移
動
業

ロ

為
替
取
引
に
関
し
負
担
す
る
債
務
の
履
行
を
完
了
し
た
場
合
と
し
て
令

第
十
七
条
第
二
項
に
定
め
る
場
合
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
資
金
移
動

業

二

国
内
に
あ
る
利
用
者
に
対
し
て
負
担
す
る
債
務
の
額
と
国
外
に
あ
る
利
用

者
に
対
し
て
負
担
す
る
債
務
の
額
を
区
分
で
き
な
い
場
合

当
該
資
金
移
動

業
者
が
全
て
の
利
用
者
に
対
し
て
負
担
す
る
為
替
取
引
に
係
る
債
務
の
額

３
～
６

（
略
）

３
～
６

（
略
）

（
履
行
保
証
金
保
全
契
約
の
解
除
）

（
履
行
保
証
金
保
全
契
約
の
解
除
）

第
十
七
条

履
行
保
証
金
保
全
契
約
を
締
結
し
て
い
る
資
金
移
動
業
者
は
、
次
の

第
十
七
条

履
行
保
証
金
保
全
契
約
を
締
結
し
て
い
る
資
金
移
動
業
者
は
、
次
の
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各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
と
き
は
、
金
融
庁
長
官
の
承

各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
と
き
は
、
金
融
庁
長
官
の
承

認
を
受
け
て
、
当
該
各
号
に
定
め
る
履
行
保
証
金
保
全
契
約
の
全
部
又
は
一
部

認
を
受
け
て
、
当
該
各
号
に
定
め
る
履
行
保
証
金
保
全
契
約
の
全
部
又
は
一
部

を
解
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

を
解
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

（
略
）

一

（
略
）

二

資
金
移
動
業
の
全
部
に
つ
い
て
法
第
五
十
九
条
第
一
項
の
権
利
の
実
行
の

二

法
第
五
十
九
条
第
一
項
の
権
利
の
実
行
の
手
続
が
終
了
し
た
場
合

当
該

手
続
が
終
了
し
た
場
合

当
該
履
行
保
証
金
保
全
契
約
の
全
部

履
行
保
証
金
保
全
契
約
の
全
部

三

資
金
移
動
業
の
全
部
を
廃
止
し
よ
う
と
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
為
替
取
引

三

為
替
取
引
に
関
し
負
担
す
る
債
務
の
履
行
を
完
了
し
た
場
合
と
し
て
令
第

に
関
し
負
担
す
る
債
務
の
履
行
を
完
了
し
た
場
合
と
し
て
令
第
十
七
条
第
二

十
七
条
第
二
項
に
定
め
る
場
合

当
該
履
行
保
証
金
保
全
契
約
の
全
部

項
に
定
め
る
場
合

当
該
履
行
保
証
金
保
全
契
約
の
全
部

四

（
略
）

四

（
略
）

２
～
４

（
略
）

２
～
４

（
略
）

（
履
行
保
証
金
信
託
契
約
の
内
容
）

（
履
行
保
証
金
信
託
契
約
の
内
容
）

第
十
九
条

法
第
四
十
五
条
第
二
項
第
七
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事

第
十
九
条

法
第
四
十
五
条
第
二
項
第
七
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事

項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
（
法
第
四
十
五
条
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る

一

信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
（
法
第
四
十
五
条
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る

信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
委
託
者
と
し
、
信
託

信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
委
託
者
と
し
、
信
託

会
社
等
を
受
託
者
と
し
、
か
つ
、
当
該
信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
が
そ
の
行

会
社
等
を
受
託
者
と
し
、
か
つ
、
当
該
信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
が
そ
の
行

う
為
替
取
引
の
利
用
者
の
う
ち
国
内
に
あ
る
利
用
者
（
信
託
契
約
資
金
移
動

う
為
替
取
引
の
利
用
者
の
う
ち
国
内
に
あ
る
利
用
者
（
信
託
契
約
資
金
移
動

業
者
が
国
内
に
あ
る
利
用
者
に
対
し
て
負
担
す
る
債
務
の
額
と
国
外
に
あ
る

業
者
が
国
内
に
あ
る
利
用
者
に
対
し
て
負
担
す
る
債
務
の
額
と
国
外
に
あ
る

利
用
者
に
対
し
て
負
担
す
る
債
務
の
額
を
区
分
で
き
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は

利
用
者
に
対
し
て
負
担
す
る
債
務
の
額
を
区
分
で
き
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は

、
当
該
資
金
移
動
業
者
が
行
う
為
替
取
引
の
全
て
の
利
用
者
）
を
信
託
財
産

、
当
該
資
金
移
動
業
者
が
行
う
為
替
取
引
の
す
べ
て
の
利
用
者
）
を
信
託
財

の
元
本
の
受
益
者
と
す
る
こ
と
。

産
の
元
本
の
受
益
者
と
す
る
こ
と
。
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二

（
略
）

二

（
略
）

三

信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
が
次
に
掲
げ
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ

三

信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
が
次
に
掲
げ
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ

た
場
合
に
は
、
信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
が
信
託
会
社
等
に
対
し
て
信
託
財

た
場
合
に
は
、
信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
が
信
託
会
社
等
に
対
し
て
信
託
財

産
の
運
用
の
指
図
を
行
わ
な
い
こ
と
。

産
の
運
用
の
指
図
を
行
わ
な
い
こ
と
。

イ

（
略
）

イ

（
略
）

ロ

破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
等
（
法
第
二
条
第
十
八
項
に
規
定
す
る
破
産

ロ

破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
等
（
法
第
二
条
第
十
一
項
に
規
定
す
る
破
産

手
続
開
始
の
申
立
て
等
を
い
う
。
）
が
行
わ
れ
た
と
き
。

手
続
開
始
の
申
立
て
等
を
い
う
。
）
が
行
わ
れ
た
と
き
。

ハ

資
金
移
動
業
の
全
部
の
廃
止
（
外
国
資
金
移
動
業
者
に
あ
っ
て
は
、
国

ハ

資
金
移
動
業
の
廃
止
（
外
国
資
金
移
動
業
者
に
あ
っ
て
は
、
国
内
に
設

内
に
設
け
た
全
て
の
営
業
所
に
お
け
る
資
金
移
動
業
の
廃
止
。
ハ
に
お
い

け
た
す
べ
て
の
営
業
所
に
お
け
る
資
金
移
動
業
の
廃
止
。
ハ
に
お
い
て
同

て
同
じ
。
）
を
し
た
と
き
、
又
は
法
第
六
十
一
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る

じ
。
）
を
し
た
と
き
、
又
は
法
第
六
十
一
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
資
金

資
金
移
動
業
の
全
部
の
廃
止
の
公
告
を
し
た
と
き
。

移
動
業
の
廃
止
の
公
告
を
し
た
と
き
。

ニ
・
ホ

（
略
）

ニ
・
ホ

（
略
）

四

（
略
）

四

（
略
）

五

履
行
保
証
金
信
託
契
約
（
信
託
業
務
を
営
む
金
融
機
関
（
金
融
機
関
の
信

五

履
行
保
証
金
信
託
契
約
（
信
託
業
務
を
営
む
金
融
機
関
（
金
融
機
関
の
信

託
業
務
の
兼
営
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
十
八
年
法
律
第
四
十
三
号
）
第
一

託
業
務
の
兼
営
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
十
八
年
法
律
第
四
十
三
号
）
第
一

条
第
一
項
の
認
可
を
受
け
た
金
融
機
関
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同

条
第
一
項
の
認
可
を
受
け
た
金
融
機
関
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同

じ
。
）
へ
金
銭
を
信
託
す
る
も
の
で
あ
っ
て
元
本
の
補
塡
が
あ
る
も
の
を
除

じ
。
）
へ
金
銭
を
信
託
す
る
も
の
で
あ
っ
て
元
本
補
て
ん
が
あ
る
も
の
を
除

く
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
基
づ
き
信
託
さ
れ
る
信
託
財
産
の
運
用
を

く
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
基
づ
き
信
託
さ
れ
る
信
託
財
産
の
運
用
を

行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
運
用
が
次
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
る
こ
と
。

行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
運
用
が
次
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
る
こ
と
。

イ
・
ロ

（
略
）

イ
・
ロ

（
略
）

ハ

次
に
掲
げ
る
方
法

ハ

次
に
掲
げ
る
方
法

⑴
・
⑵

（
略
）

⑴
・
⑵

（
略
）

⑶

金
融
機
関
の
信
託
業
務
の
兼
営
等
に
関
す
る
法
律
第
六
条
の
規
定
に

⑶

金
融
機
関
の
信
託
業
務
の
兼
営
等
に
関
す
る
法
律
第
六
条
の
規
定
に
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よ
り
元
本
の
補
塡
の
契
約
を
し
た
金
銭
信
託

よ
り
元
本
の
補
て
ん
の
契
約
を
し
た
金
銭
信
託

六

（
略
）

六

（
略
）

七

履
行
保
証
金
信
託
契
約
が
信
託
業
務
を
営
む
金
融
機
関
へ
の
金
銭
信
託
契

七

履
行
保
証
金
信
託
契
約
が
信
託
業
務
を
営
む
金
融
機
関
へ
の
金
銭
信
託
契

約
で
元
本
の
補
塡
が
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
信
託
財
産
の
元
本
の
評

約
で
元
本
補
て
ん
が
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
信
託
財
産
の
元
本
の
評

価
額
を
当
該
金
銭
信
託
契
約
の
元
本
額
と
す
る
こ
と
。

価
額
を
当
該
金
銭
信
託
契
約
の
元
本
額
と
す
る
こ
と
。

八

複
数
の
履
行
保
証
金
信
託
契
約
を
締
結
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
信
託
契

八

複
数
の
履
行
保
証
金
信
託
契
約
を
締
結
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
信
託
契

約
資
金
移
動
業
者
が
、
全
て
の
信
託
会
社
等
が
、
適
時
に
、
当
該
複
数
の
履

約
資
金
移
動
業
者
が
、
す
べ
て
の
信
託
会
社
等
が
、
適
時
に
、
当
該
複
数
の

行
保
証
金
信
託
契
約
に
基
づ
き
信
託
さ
れ
る
信
託
財
産
の
合
計
額
を
把
握
す

履
行
保
証
金
信
託
契
約
に
基
づ
き
信
託
さ
れ
る
信
託
財
産
の
合
計
額
を
把
握

る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。

す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。

九
～
十
五

（
略
）

九
～
十
五

（
略
）

（
委
託
業
務
の
適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
）

（
委
託
業
務
の
適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
）

第
二
十
七
条

資
金
移
動
業
者
は
、
そ
の
業
務
の
一
部
を
第
三
者
に
委
託
す
る
場

第
二
十
七
条

資
金
移
動
業
者
は
、
そ
の
業
務
を
第
三
者
に
委
託
す
る
場
合
に
は

合
に
は
、
委
託
す
る
業
務
の
内
容
に
応
じ
、
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
じ
な
け
れ

、
当
該
業
務
の
内
容
に
応
じ
、
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

ば
な
ら
な
い
。

。

一
～
五

（
略
）

一
～
五

（
略
）

（
利
用
者
に
対
す
る
情
報
の
提
供
）

（
利
用
者
に
対
す
る
情
報
の
提
供
）

第
二
十
九
条

資
金
移
動
業
者
は
、
資
金
移
動
業
の
利
用
者
と
の
間
で
為
替
取
引

第
二
十
九
条

資
金
移
動
業
者
は
、
資
金
移
動
業
の
利
用
者
と
の
間
で
為
替
取
引

を
行
う
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定

を
行
う
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定

め
る
方
法
に
よ
り
、
当
該
為
替
取
引
に
係
る
契
約
の
内
容
に
つ
い
て
の
情
報
を

め
る
方
法
に
よ
り
、
当
該
為
替
取
引
に
係
る
契
約
の
内
容
に
つ
い
て
の
情
報
を

提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

為
替
取
引
を
継
続
的
に
又
は
反
復
し
て
行
う
こ
と
を
内
容
と
す
る
契
約
を

一

為
替
取
引
を
継
続
的
に
又
は
反
復
し
て
行
う
こ
と
を
内
容
と
す
る
契
約
を



- 6 -

締
結
す
る
こ
と
な
く
為
替
取
引
を
行
う
場
合

為
替
取
引
に
係
る
指
図
を
行

締
結
す
る
こ
と
な
く
為
替
取
引
を
行
う
場
合

為
替
取
引
に
係
る
指
図
を
行

う
利
用
者
に
対
し
て
次
に
掲
げ
る
事
項
を
明
示
す
る
方
法

う
利
用
者
に
対
し
て
次
に
掲
げ
る
事
項
を
明
示
す
る
方
法

イ
～
ニ

（
略
）

イ
～
ニ

ホ

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
事
項

ホ

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
事
項

⑴

指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
が
存
在
す
る
場
合

当
該
資
金

⑴

指
定
紛
争
解
決
機
関
が
存
在
す
る
場
合

当
該
資
金
移
動
業
者
が
法

移
動
業
者
が
法
第
五
十
一
条
の
二
第
一
項
第
一
号
に
定
め
る
手
続
実
施

第
五
十
一
条
の
二
第
一
項
第
一
号
に
定
め
る
手
続
実
施
基
本
契
約
を
締

基
本
契
約
を
締
結
す
る
措
置
を
講
ず
る
当
該
手
続
実
施
基
本
契
約
の
相

結
す
る
措
置
を
講
ず
る
当
該
手
続
実
施
基
本
契
約
の
相
手
方
で
あ
る
指

手
方
で
あ
る
指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
の
商
号
又
は
名
称

定
紛
争
解
決
機
関
の
商
号
又
は
名
称

⑵

指
定
資
金
移
動
業
務
紛
争
解
決
機
関
が
存
在
し
な
い
場
合

当
該
資

⑵

指
定
紛
争
解
決
機
関
が
存
在
し
な
い
場
合

当
該
資
金
移
動
業
者
の

金
移
動
業
者
の
法
第
五
十
一
条
の
二
第
一
項
第
二
号
に
定
め
る
苦
情
処

法
第
五
十
一
条
の
二
第
一
項
第
二
号
に
定
め
る
苦
情
処
理
措
置
及
び
紛

理
措
置
及
び
紛
争
解
決
措
置
の
内
容

争
解
決
措
置
の
内
容

ヘ

（
略
）

ヘ

（
略
）

二

（
略
）

二

（
略
）

２

（
略
）

２

（
略
）

（
資
金
移
動
業
に
関
す
る
苦
情
処
理
措
置
及
び
紛
争
解
決
措
置
）

（
資
金
移
動
業
に
関
す
る
苦
情
処
理
措
置
及
び
紛
争
解
決
措
置
）

第
三
十
二
条
の
三

法
第
五
十
一
条
の
二
第
四
項
に
規
定
す
る
苦
情
処
理
措
置
と

第
三
十
二
条
の
三

法
第
五
十
一
条
の
二
第
四
項
に
規
定
す
る
苦
情
処
理
措
置
と

し
て
内
閣
府
令
で
定
め
る
措
置
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
と
す
る
。

し
て
内
閣
府
令
で
定
め
る
措
置
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
と
す
る
。

一

次
に
掲
げ
る
全
て
の
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。

一

次
に
掲
げ
る
全
て
の
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。

イ

資
金
移
動
業
関
連
苦
情
（
法
第
百
一
条
第
一
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

イ

資
金
移
動
業
関
連
苦
情
（
法
第
百
一
条
第
一
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
銀
行
法
第
二
条
第
十
九
項
に
規
定
す
る
資
金
移
動
業
等
関
連
苦

準
用
す
る
銀
行
法
第
二
条
第
十
九
項
に
規
定
す
る
資
金
移
動
業
関
連
苦
情

情
の
う
ち
法
第
二
条
第
十
五
項
に
規
定
す
る
資
金
移
動
業
務
に
関
す
る
も

を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
処
理
に
関
す

の
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
処
理
に
関

る
業
務
を
公
正
か
つ
的
確
に
遂
行
す
る
に
足
り
る
業
務
運
営
体
制
を
整
備
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す
る
業
務
を
公
正
か
つ
的
確
に
遂
行
す
る
に
足
り
る
業
務
運
営
体
制
を
整

す
る
こ
と
。

備
す
る
こ
と
。

ロ
・
ハ

（
略
）

ロ
・
ハ

（
略
）

二
～
五

（
略
）

二
～
五

（
略
）

２

法
第
五
十
一
条
の
二
第
五
項
に
規
定
す
る
紛
争
解
決
措
置
と
し
て
内
閣
府
令

２

法
第
五
十
一
条
の
二
第
五
項
に
規
定
す
る
紛
争
解
決
措
置
と
し
て
内
閣
府
令

で
定
め
る
措
置
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
と
す
る
。

で
定
め
る
措
置
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
と
す
る
。

一

弁
護
士
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
五
号
）
第
三
十
三
条
第
一
項
に

一

弁
護
士
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
五
号
）
第
三
十
三
条
第
一
項
に

規
定
す
る
会
則
若
し
く
は
当
該
会
則
の
規
定
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
規
則
に
規

規
定
す
る
会
則
若
し
く
は
当
該
会
則
の
規
定
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
規
則
に
規

定
す
る
機
関
に
お
け
る
あ
っ
せ
ん
又
は
当
該
機
関
に
お
け
る
仲
裁
手
続
に
よ

定
す
る
機
関
に
お
け
る
あ
っ
せ
ん
又
は
当
該
機
関
に
お
け
る
仲
裁
手
続
に
よ

り
資
金
移
動
業
関
連
紛
争
（
法
第
百
一
条
第
一
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準

り
資
金
移
動
業
関
連
紛
争
（
法
第
百
一
条
第
一
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準

用
す
る
銀
行
法
第
二
条
第
二
十
項
に
規
定
す
る
資
金
移
動
業
等
関
連
紛
争
の

用
す
る
銀
行
法
第
二
条
第
二
十
項
に
規
定
す
る
資
金
移
動
業
関
連
紛
争
を
い

う
ち
法
第
二
条
第
十
五
項
に
規
定
す
る
資
金
移
動
業
務
に
関
す
る
も
の
を
い

う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
解
決
を
図
る
こ
と
。

う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
解
決
を
図
る
こ
と
。

二
～
四

（
略
）

二
～
四

（
略
）

３

（
略
）

３

（
略
）

（
未
達
債
務
の
額
等
に
関
す
る
報
告
書
）

（
未
達
債
務
の
額
等
に
関
す
る
報
告
書
）

第
三
十
五
条

法
第
五
十
三
条
第
二
項
の
報
告
書
は
、
別
紙
様
式
第
二
十
一
号
に

第
三
十
五
条

法
第
五
十
三
条
第
二
項
の
報
告
書
は
、
別
紙
様
式
第
二
十
一
号
に

よ
り
作
成
し
、
毎
年
三
月
三
十
一
日
及
び
九
月
三
十
日
（
以
下
こ
の
条
に
お
い

よ
り
作
成
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る

て
「
基
準
日
」
と
い
う
。
）
ご
と
に
、
当
該
基
準
日
か
ら
一
月
以
内
に
金
融
庁

日
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
基
準
日
」
と
い
う
。
）
ご
と
に
、
当
該
基
準
日

長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

か
ら
一
月
以
内
に
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
削
る
）

一

法
第
四
十
三
条
第
一
項
の
履
行
保
証
金
の
全
部
の
供
託
に
代
え
て
、
履
行

保
証
金
保
全
契
約
を
締
結
し
、
そ
の
旨
を
金
融
庁
長
官
に
届
け
出
て
い
る
資
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金
移
動
業
者

毎
年
三
月
三
十
一
日
及
び
九
月
三
十
日

（
削
る
）

二

法
第
四
十
三
条
第
一
項
の
履
行
保
証
金
の
供
託
を
行
う
資
金
移
動
業
者

毎
年
三
月
三
十
一
日
、
六
月
三
十
日
、
九
月
三
十
日
及
び
十
二
月
三
十
一
日

（
削
る
）

三

信
託
契
約
資
金
移
動
業
者

毎
月
末
日

２
～
４

（
略
）

２
～
４

（
略
）

５

信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
は
、
第
一
項
の
基
準
日
ご
と
の
報
告
書
に
、
信
託

５

信
託
契
約
資
金
移
動
業
者
は
、
第
一
項
の
報
告
書
に
、
信
託
会
社
等
が
発
行

会
社
等
が
発
行
す
る
当
該
基
準
日
の
直
前
の
基
準
日
の
翌
日
以
後
の
毎
月
末
日

す
る
基
準
日
に
お
け
る
信
託
財
産
の
額
を
証
明
す
る
書
面
を
添
付
し
て
、
金
融

に
お
け
る
信
託
財
産
の
額
を
証
明
す
る
書
面
を
添
付
し
て
、
金
融
庁
長
官
に
提

庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６

（
略
）

６

（
略
）

（
廃
止
の
届
出
等
）

（
廃
止
の
届
出
等
）

第
三
十
八
条

（
略
）

第
三
十
八
条

（
略
）

２

前
項
の
届
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
届
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

一
～
四

（
略
）

一
～
四

（
略
）

五

資
金
移
動
業
の
全
部
又
は
一
部
を
廃
止
し
た
と
き
は
、
そ
の
理
由

五

資
金
移
動
業
を
廃
止
し
た
と
き
は
、
そ
の
理
由

六

事
業
譲
渡
、
合
併
又
は
会
社
分
割
そ
の
他
の
事
由
に
よ
り
資
金
移
動
業
の

六

事
業
譲
渡
、
合
併
又
は
会
社
分
割
そ
の
他
の
事
由
に
よ
り
資
金
移
動
業
を

全
部
又
は
一
部
を
廃
止
し
た
と
き
は
、
当
該
業
務
の
承
継
方
法
及
び
そ
の
承

廃
止
し
た
と
き
は
、
当
該
業
務
の
承
継
方
法
及
び
そ
の
承
継
先

継
先

３

法
第
六
十
一
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
は
、
官
報
、
時
事
に
関
す
る
事

３

法
第
六
十
一
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
は
、
官
報
又
は
時
事
に
関
す
る

項
を
掲
載
す
る
日
刊
新
聞
紙
又
は
会
社
法
第
二
条
第
三
十
四
号
に
規
定
す
る
電

事
項
を
掲
載
す
る
日
刊
新
聞
紙
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

子
公
告
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

４
・
５

（
略
）

４
・
５

（
略
）
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６

資
金
移
動
業
者
が
事
業
譲
渡
、
合
併
又
は
会
社
分
割
そ
の
他
の
事
由
に
よ
り

６

資
金
移
動
業
者
が
事
業
譲
渡
、
合
併
又
は
会
社
分
割
そ
の
他
の
事
由
に
よ
り

資
金
移
動
業
の
全
部
又
は
一
部
を
廃
止
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
前
項
の
届
出

資
金
移
動
業
を
廃
止
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
前
項
の
届
出
書
に
は
、
当
該
業

書
に
は
、
当
該
業
務
の
承
継
に
係
る
契
約
の
内
容
及
び
当
該
業
務
の
承
継
方
法

務
の
承
継
に
係
る
契
約
の
内
容
及
び
当
該
業
務
の
承
継
方
法
を
記
載
し
た
書
面

を
記
載
し
た
書
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
標
準
処
理
期
間
）

（
標
準
処
理
期
間
）

第
四
十
二
条

（
略
）

第
四
十
二
条

（
略
）

２

第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
履
行
保
証
金
保
全
契
約
の
解
除
の
承
認
又
は

２

第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
履
行
保
証
金
保
全
契
約
の
解
除
の
承
認
に
関

第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
履
行
保
証
金
信
託
契
約
の
承
認
に
関
す
る
申
請

す
る
申
請
に
対
す
る
処
分
は
、
二
十
日
以
内
に
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る

に
対
す
る
処
分
は
、
二
十
日
以
内
に
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

。

３

（
略
）

３

（
略
）
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別紙様式第１号（第４条関係） 

（日本工業規格Ａ４）

（第１面）

（略） 

（第４面）

８．資金移動業の内容及び方法 

（１）資金移動業の内容及び方法 

（表略） 

（記載上の注意） 

  １．「為替取引の種類」は、為替取引を継続的に又は反復して行うことを内容とする契約を締結するか否

か、為替取引に関し負担する債務に係る権利を表章する証書その他の物（為替証書等）を発行するか否

かにつき記載すること。資金移動の形態が複数存在する場合には、全てについて記載すること。 

  ２．～６．（略） 

  ７．「営業日及び営業時間」は、資金移動の形態が複数存在する場合には、全てについて記載すること。

  ８．～９．（略） 

（略） 

（第６面）

（３）業務委託状況 

（表略） 

（記載上の注意） 

１．業務委託状況は、資金移動業の一部を第三者に委託している場合に、資金移動の形態ごとに記載す

ること。 

２． （略）

（略） 

（第７面）

（４）為替証書等の見本又はその券面及び裏面の写し 

（表略） 

（記載上の注意） 

為替証書等を発行する場合には、発行する為替証書等の全てについて貼付すること。 

（以下略） 

別紙様式第１号（第４条関係） 

（日本工業規格Ａ４）

（第１面）

（略） 

（第４面）

８．資金移動業の内容及び方法 

（１）資金移動業の内容及び方法 

（表略） 

（記載上の注意） 

  １．「為替取引の種類」は、為替取引を継続的に又は反復して行うことを内容とする契約を締結するか否

か、為替取引に関し負担する債務に係る権利を表章する証書その他の物（為替証書等）を発行するか否

かにつき記載すること。資金移動の形態が複数存在する場合には、すべてについて記載すること。 

  ２．～６．（略） 

  ７．「営業日及び営業時間」は、資金移動の形態が複数存在する場合には、すべてについて記載するこ

と。 

  ８．～９．（略） 

（略） 

（第６面）

（３）業務委託状況 

（表略） 

（記載上の注意） 

１．業務委託状況は、資金移動業を第三者に委託している場合に、資金移動の形態ごとに記載すること。

２． （略） 

（略） 

（第７面）

（４）為替証書等の見本又はその券面及び裏面の写し 

（表略） 

（記載上の注意） 

為替証書等を発行する場合には、発行する為替証書等のすべてについて貼付すること。 

（以下略） 
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別紙様式第２号（第４条関係） 

（日本工業規格Ａ４）

（第１面）

（略） 

（第２面）

※ 登 録 番 号     財務（支）局長 第    号（   年   月  日） 

１．

（ふりがな）  

商 号

２．

（ふりがな）  

代 表 者 の

氏 名

３．

（ふりがな）  

本国における
本店の所在地

４．

（ふりがな）  

国内における

代表者の氏名

５． 住 所
（郵便番号  －  ）  電話番号（  ）  － 

６．

外国の法令の

規定により当

該外国におい

て受けている

登 録 等

７． 資 本 金 の 額 千円 

８．
取 締 役 及 び 

監査役に相当する者
（ふりがな） 

役 職 名 
氏名又は名称 

別紙様式第２号（第４条関係） 

（日本工業規格Ａ４）

（第１面）

（略） 

（第２面）

※ 登 録 番 号     財務（支）局長 第    号（   年   月  日） 

１．

（ふりがな）  

商 号

２．

（ふりがな）  

代 表 者 の

氏 名

３．

（ふりがな）  

本国における
本店の所在地

４．

（ふりがな）  

国内における

代表者の氏名

５． 住 所
（郵便番号  －  ）  電話番号（  ）  － 

６．

外国の法令の

規定により当

該外国におい

て受けている

登 録 等

７． 資 本 金 の 額 千円 

８．
取 締 役 及 び 

監査役に準ずる者
（ふりがな） 

役 職 名 
氏名又は名称 
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（第３面）

（表略） 

（記載上の注意） 

１．～ ３．（略） 

４．「取締役及び監査役に相当する者」とは、外国資金移動業者における外国の法令上取締役及び監査役

に相当する者を記載すること。 

５．「取締役及び監査役に相当する者」について記載しきれないときは、この様式の例により作成した書

面に記載して、その書面を第３面の次に添付すること。 

６．（略） 

７．婚姻により氏を改めた者においては、婚姻前の氏名を「代表者の氏名」、「国内における代表者の 

氏名」又は「取締役及び監査役に相当する者」に括弧書きで併せて記載することができる。 

（略） 

（第５面）

11．資金移動業の内容及び方法 

（１）資金移動業の内容及び方法 

（表略）

（記載上の注意） 

１．「為替取引の種類」は、為替取引を継続的に又は反復して行うことを内容とする契約を締結するか

否か、為替取引に関し負担する債務に係る権利を表章する証書その他の物（為替証書等）を発行する

か否かにつき記載すること。資金移動業の形態が複数存在する場合には、全てについて記載するこ

と。

２．～６．（略） 

７．「営業日及び営業時間」は、資金移動の形態が複数存在する場合には、全てについて記載

すること。 

８．～９．（略） 

（第７面）

（３）業務委託状況 

（表略） 

（記載上の注意） 

１．業務委託状況は、資金移動業の一部を第三者に委託している場合に、資金移動の形態ごとに記載す 

ること。 

（第３面）

（表略） 

（記載上の注意） 

１．～ ３．（略） 

４．「取締役及び監査役に準ずる者」とは、外国資金移動業者における取締役及び監査役に準ずる者を 

記載すること。 

５．「取締役及び監査役に準ずる者」について記載しきれないときは、この様式の例により作成した書 

面に記載して、その書面を第３面の次に添付すること。 

６．（略） 

７．婚姻により氏を改めた者においては、婚姻前の氏名を「代表者の氏名」、「国内における代表者の 

氏名」又は「取締役及び監査役に準ずる者」に括弧書きで併せて記載することができる。 

（略） 

（第５面）

11．資金移動業の内容及び方法 

（１）資金移動業の内容及び方法 

（表略）

（記載上の注意） 

１．「為替取引の種類」は、為替取引を継続的に又は反復して行うことを内容とする契約を締結するか

否か、為替取引に関し負担する債務に係る権利を表章する証書その他の物（為替証書等）を発行する

か否かにつき記載すること。資金移動業の形態が複数存在する場合には、すべてについて記載するこ

と。

２．～６．（略） 

７．「営業日及び営業時間」は、資金移動の形態が複数存在する場合には、すべてについて記

載すること。 

８．～９．（略） 

（第７面）

（３）業務委託状況 

（表略） 

（記載上の注意） 

１．業務委託状況は、資金移動業を第三者に委託している場合に、資金移動の形態ごとに記載するこ 

と。 
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改正案 現 行 

２．（略） 

（略） 

（第８面）

（４）為替証書等の見本又はその券面及び裏面の写し 

（表略） 

（記載上の注意） 

  為替証書等を発行する場合には、発行する為替証書等の全てについて貼付すること。 

（以下略） 

２．（略） 

（略） 

（第８面）

（４）為替証書等の見本又はその券面及び裏面の写し 

（表略） 

（記載上の注意） 

  為替証書等を発行する場合には、発行する為替証書等のすべてについて貼付すること。 

（以下略） 
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改正案 現 行 

別紙様式第 19号（第 34条第１項関係） 

（日本工業規格Ａ４）

（第１面）

（略）

（第３面）

（略） 

５．苦情処理及び紛争解決の状況 

（記載上の注意） 

    指定資金移動業務紛争解決機関が存在する場合にあっては手続実施基本契約を締結している指定資金

移動業務紛争解決機関の商号又は名称、指定資金移動業務紛争解決機関が存在しない場合にあっては苦

情処理措置及び紛争解決措置の内容を記載すること。  

（以下略） 

別紙様式第 19号（第 34条第１項関係） 

（日本工業規格Ａ４）

（第１面）

（略）

（第３面）

（略） 

５．苦情処理及び紛争解決の状況 

（記載上の注意） 

    指定紛争解決機関が存在する場合にあっては手続実施基本契約を締結している指定紛争解決機関の商

号又は名称、指定紛争解決機関が存在しない場合にあっては苦情処理措置及び紛争解決措置の内容を記

載すること。  

（以下略） 
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改正案 現 行 

別紙様式第 20号（第 34条第１項関係） 

（日本工業規格Ａ４）

（第１面）

（略）

（第３面）

（略） 

５．苦情処理及び紛争解決の状況 

（記載上の注意） 

    指定資金移動業務紛争解決機関が存在する場合にあっては手続実施基本契約を締結している指定資金

移動業務紛争解決機関の商号又は名称、指定資金移動業務紛争解決機関が存在しない場合にあっては苦

情処理措置及び紛争解決措置の内容を記載すること。  

（以下略）

別紙様式第 20号（第 34条第１項関係） 

（日本工業規格Ａ４）

（第１面）

（略）

（第３面）

（略） 

５．苦情処理及び紛争解決の状況 

（記載上の注意） 

    指定紛争解決機関が存在する場合にあっては手続実施基本契約を締結している指定紛争解決機関の商

号又は名称、指定紛争解決機関が存在しない場合にあっては苦情処理措置及び紛争解決措置の内容を記

載すること。  

（以下略）
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別紙様式第 22号（第 38条第１項関係） 

 （日本工業規格Ａ４）

  年  月  日

財務（支）局長 殿 

（郵便番号  －  ） 

届出者 住  所 

電話番号（  ）  － 

商  号 

代表者の 

氏  名              印

資金移動業の廃止等届出書 

資金決済に関する法律第 61 条第１項の規定により届け出ます。 

記 

１．商号 

２．登録年月日 

３．登録番号 財務（支）局長 第      号 

４．届出事由 

５．廃止等年月日 

６．資金移動業の全部又は一部を廃

止したときは、その理由 

□全部 □一部 

７．資金移動業の全部又は一部を廃

止したときは、廃止する資金移動

業の内容 

□全部 □一部 

８．事業譲渡等の事由により資金移

動業の全部又は一部を廃止したと

きは、当該承継の方法及びその承

継先 

□全部 □一部 

９．届出者と資金移動業者の関係 

別紙様式第 22号（第 38条第１項関係） 

 （日本工業規格Ａ４）

  年  月  日

財務（支）局長 殿 

（郵便番号  －  ） 

届出者 住  所 

電話番号（  ）  － 

商  号 

代表者の 

氏  名              印

資金移動業の廃止等届出書 

資金決済に関する法律第 61 条第１項の規定により届け出ます。 

記 

１．商号 

２．登録年月日 

３．登録番号 財務（支）局長 第      号 

４．届出事由 

５．廃止等年月日 

６．資金移動業を廃止したときは、

その理由 

７．事業譲渡等の事由により資金移

動業を廃止したときは、当該承継

の方法及びその承継先 

８．届出者と資金移動業者の関係 

（記載上の注意） 

不要な字句は消して使用すること。 
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改正案 現 行 

（記載上の注意） 

１．「届出事由」は、法第 61 条第１項の事由を記載すること。 

２．「□全部 □一部」は、該当のものにレ点を付すこと。 

３．不要な字句は消して使用すること。 

（以下略） 

（以下略） 
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別紙様式第 23号（第 38条第５項関係）  

（日本工業規格Ａ４）

年  月  日

財務（支）局長 殿 

届出者  登録番号    財務（支）局長 第 号 

住所（郵便番号） 

電話番号（  ）  － 

商  号 

代表者の 

氏  名             印

資金移動業廃止公告届出書 

   年  月  日付で下記の方法により資金移動業の（全部・一部）を廃止する旨の公告

を行ったので、当該公告の写しを添付して、資金移動業者に関する内閣府令第 38 条第５項の

規定により届け出ます。 

記 

公告の方法 

（記載上の注意） 

１．本文中の括弧内について、資金移動業の全部廃止か一部廃止かに応じて丸囲みすること。 

２．「公告の方法」には、公告を掲載した日刊新聞紙の名称又は会社法第２条第 34 号に規定する電子公告

を行ったウェブサイトのほか、掲示方法（掲示期間）について記載すること。 

別紙様式第23号（第38条第５項関係）  

（日本工業規格Ａ４）

年  月  日

財務（支）局長 殿 

届出者  登録番号    財務（支）局長 第 号 

住所（郵便番号） 

電話番号（  ）  － 

商  号 

代表者の 

氏  名             印

資金移動業廃止公告届出書 

   年  月  日付で下記の方法により資金移動業を廃止する旨の公告を行ったので、当

該公告の写しを添付して、資金移動業者に関する内閣府令第 38 条第５項の規定により届け出

ます。 

記 

公告の方法 

（記載上の注意） 

「公告の方法」には、公告を掲載した日刊新聞紙の名称のほか、掲示方法（掲示期間）について記載する

こと。 


